
国保加入者の７５歳以上の者に占める８５歳以上の者の割合の都道府県別比較

国保加入者の７５歳以上の者に占める８５歳以上の者の割合について、都道府県別に比較すると、最高
は沖縄県の約３０．６％、最低は埼玉県の約２２．５％、全国平均は約２４．１％であり、最高と最低
との格差は約１．４倍である。

資料２４

85歳以上／75歳以上 85歳以上／75歳以上
北海道 22.6% 滋賀県 24.2%
青森県 22.6% 京都府 26.1%
岩手県 24.4% 大阪府 23.6%
宮城県 23.0% 兵庫県 23.8%
秋田県 23.1% 奈良県 24.6%
山形県 23.6% 和歌山県 24.9%
福島県 23.0% 鳥取県 25.5%
茨城県 24.2% 島根県 26.5%
栃木県 23.3% 岡山県 26.3%
群馬県 23.9% 広島県 26.0%
埼玉県 22.5% 山口県 25.2%
千葉県 23.5% 徳島県 26.0%
東京都 23.9% 香川県 25.3%
神奈川県 22.6% 愛媛県 25.0%
新潟県 24.6% 高知県 25.6%
富山県 25.7% 福岡県 24.4%
石川県 25.1% 佐賀県 25.5%
福井県 25.5% 長崎県 24.5%
山梨県 25.5% 熊本県 26.2%
長野県 23.5% 大分県 24.6%
岐阜県 23.7% 宮崎県 25.0%
静岡県 24.1% 鹿児島県 24.9%
愛知県 23.3% 沖縄県 30.6%
三重県 24.3% 合計 24.1%

出典：国民健康保険実態調査（平成14年度）
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④保険者 
（基本方針） 

新たな制度の保険者については、後期高齢者の地域を基盤とした生活実態や安定的

な保険運営の確保、保険者の再編・統合の進展の状況等を考慮する。 
 
   （論点） 
 

ア 後期高齢者の生活実態等 
・ 保険者の在り方については、後期高齢者の大半が地域を基盤とした生活実態が

あることや、地域の医療費水準に見合った保険料水準の設定及び医療の地域特

性を踏まえた質の高い効率的な医療サービスの提供という医療保険制度改革

の基本的考え方を踏まえるべきではないか。 
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７５歳以上の者のうち被用者保険の本人として雇用されている者の割合は、２．１％に過ぎず、
大半が地域を基盤とした生活実態がある。

（単位：万人）

制度計

国保

被扶養者 本人

７５歳以上 1,200 920 260 240 25

( 100.0% ) ( 76.7% ) ( 21.7% ) ( 20.0% ) ( 2.1% )

６５～７４歳 1,400 1,100 300 170 130

( 100.0% ) ( 78.6% ) ( 21.4% ) ( 12.1% ) ( 9.3% )

計 13,000 5,100 7,600 3,800 3,800

( 100.0% ) ( 39.2% ) ( 58.5% ) ( 29.2% ) ( 29.2% )

（注１）６５～７４歳の者のうち、約１００万人は老人保健制度の対象者（寝たきり）である。

（注２）平成１４年１２月「厚生労働省試案」に基づく推計値である。

被用者保険

資料２５

高齢者の年齢別医療保険制度加入者数
（平成１９年度推計）

－４２－



イ 安定的な保険運営の確保等 
・ 保険者の在り方については、被保険者の把握（適用・徴収）、保健医療サービ

スの提供（保険給付・保健事業）、安定的な保険運営の確保（保険料率決定・

審査支払）といった保険者に求められる機能を踏まえ、最大限保険者機能が発

揮できるような保険者の在り方を目指すべきではないか。 
・ いかなる保険者とする場合であっても、保険者のリスクを可能な限り軽減する

対策を講ずることが必要ではないか。 
 

（参考） 
○ 介護保険制度における保険者のリスク軽減対策 

・ ３年を一期とする中期財政運営を導入 
・ 都道府県に財政安定化基金を設置し給付増、保険料未納に対し貸付 
・ 年金からの特別徴収（天引き）を実施（老齢の他、遺族・障害に拡大） 

○ 国民健康保険制度における保険者のリスク軽減対策 
・ 保険基盤安定制度（低所得者に対する保険料を公費で補填） 
・ 高額医療費共同事業（高額医療費について、国、都道府県、市町村が共同で費用負

担） 
 

－４３－



 
被用者保険 市町村国保 

被保険者の把握 
（適用・徴収） 

・適用事業所の事業主の届出を基礎

として把握して徴収 

 

・住民基本台帳の情報を基礎として

把握して徴収 

保健医療サービスの提供 
（保険給付・保健事業） 

・被保険者等の疾病・負傷に関し療

養の給付等を行う 

・被保険者等の健康の保持増進のた

めに必要な事業を行うように努

めなければならない 

 

・被保険者の疾病・負傷に関し療養

の給付等を行う 

・被保険者の健康の保持増進のため

に必要な事業を行うように努め

なければならない 

安定的な保険運営の確保 
（保険料率決定・審査支払）

・保険料率については、政管健保は

法律で規定されているが、健保組

合は法定の範囲内において厚生

労働大臣の認可を受けて決定 

・審査支払は社会保険診療報酬支払

基金に委託しているが、支払基金

への再審査が認められている 

・保険料については、各市町村が条

例で定める 

・特別の理由がある者に対し、保険

料の減免等を行うことができる 

・審査支払は国民健康保険団体連合

会に委託しているが、国保連への

再審査が認められている 

 

資料２６

現行制度における保険者の機能

保険者機能は、被保険者の把握（適用・徴収）、保健医療サービスの提供（保険給付・保健事業）
及び安定的な保険運営の確保（保険料率決定・審査支払）に大別される。
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（中期財政運営）

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

事業運営期間

事業運営期間

事業運営期間

資料２７

介護保険制度における保険者のリスク軽減対策

○介護保険は、３年度を単位とした中期財政運営を導入している。

○また、この間に保険料不足や給付の見込み違いが生じた場合には、都道府県が設置する財政
運営安定化基金により、貸付や交付を行うことにより、財政の安定性の確保を図っている。

○さらに、従来から老齢年金からの天引きを行うことにより徴収率の確保を図っているほか、
今回改正により遺族・障害年金からも天引きを行うこととしている。

－４５－



保険料未納

給付費増

↑

（平均）18%
　　    　（※１） ↓

↑

32%
（支払基金から交付）

↓

市町村 １２．５％

都道府県　１２．５％

国　（平均）２５％

※１　調整交付金の交付割合によって、各市町村における第１号被保険者の負担割合も変動する。
※２　交付：３年ごと（事業運営期間最終年度）に、財政不足額のうち、原則として保険料収納額の１／２  を交付。
        貸付：毎年、原則として保険料収納不足及び給付費増による財政不足額の全額（交付があるときは交付額を除いた額）を貸付。
                貸付額の償還は、次の事業運営期間に、保険料を財源として行う。

第 １ 号 保 険 料

第 ２ 号 保 険 料

保険料の見込違い等による財
政不足について基金より必要
な資金を交付・貸付（※２）

国
庫
負
担
等
の
負
担

金
・
交
付
金
に
つ
い
て

は
実
績
ベ
ー

ス
で
精
算

財政安定化基金

国 都道府県 市町村
（保険料）

１／３づつ拠出
給付費に対する拠出率
　　　　　　　　（標準割合）
　第１期：０．５％
　第２期：０．１％

精
算
交
付公

費

（財政安定化基金の仕組み）
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概要

一定額以上の年金受給者に対し、年金支払の際に

介護保険料を源泉徴収する。

対象年金

・ 老齢基礎年金

・ 旧法の老齢年金・退職年金

対象者数（平成１４年４月時点）

・ 約１，９８５万人（全体２，３３１万人）

・ １号被保険者の約８５％

介護保険料の収納率

・ 平成１２年度：９８．７％

・ 平成１３年度：９８．６％

・ 平成１４年度：９８．４％ （収納率１００％保険者１６８）

社
会
保
険
庁

市
町
村

被
保
険
者

① 天引き額の通知 ② ①に基づき、年金支払い

の際に保険料を天引き※

③ 天引きした保険料額を納入

（年金支払額と天引きする

保険料額の差額を支給）

※ 年度の上半期は、前年度下半期の額を

暫定的に天引き （仮徴収）

【見直しの方向性】
（市町村から要望多数）

・特別徴収対象範囲を遺族
年金・障害年金へ拡大
（対象者の増加）

・特別徴収対象者の捕捉
回数を拡大

（より早期に特別徴収対象と
なるよう事務の見直し）

（年金からの特別徴収（天引き）の概要）
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保
険
料
額

７割軽減
（６割）

５割
（４割）

２割

住民税所得割非課税ライン程度

応益分

応能分

公費補填

（都道府県３／４：市町村１／４）

所得
３，８３３億円（１７年度予算）

（所得割）

（被保険者均等割、世帯別平等割）

（保険基盤安定制度）

資料２８

国民健康保険制度における保険者のリスク軽減対策

○国保制度においては、低所得者の保険料軽減に対し公費により保険者を支援している。

○また、高額な医療費の発生に対しては、国・都道府県・市町村が共同で費用を負担すること
により、リスクの軽減を図っている。
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４８３億円

都道府県

各都道府県国保連各都道府県国保連

事業規模：１，９３１億円（平成１７年度）

保
険
料

定
率
国
庫
負
担

拠出

1/4負担

交付金

７０万円

４８３億円

国 拠出金

1/4負担

市町村保険者

※７０万円を超える額を対象

（高額医療費共同事業）

○ 高額医療費（７０万円以上）の発生による国保財政の急激な影響の緩和を図るため、
各市町村国保からの拠出金（国及び都道府県がそれぞれ１／４を負担）を財源として、
都道府県単位で費用負担を調整。
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ウ 保険者の再編・統合の進展の状況等 
・ 保険者の在り方については、既存の地域保険である国保の再編・統合など保険

者の再編・統合の進展の状況や今後の再編・統合の方向性を考慮する必要があ

るのではないか。 
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北海道 212 (107) 208 (99) 180 (74) 滋賀県 50 (19) 33 (7) 26 (5)
青森県 67 (21) 48 (9) 40 (6) 京都府 44 (15) 39 (11) 28 (4)
岩手県 59 (16) 58 (14) 35 (3) 大阪府 44 (2) 43 (2) 43 (2)
宮城県 71 (13) 69 (12) 36 (2) 兵庫県 91 (27) 77 (19) 41 (0)
秋田県 69 (30) 42 (14) 25 (6) 奈良県 47 (20) 46 (19) 39 (13)
山形県 44 (10) 44 (9) 35 (5) 和歌山県 50 (16) 49 (15) 30 (6)
福島県 90 (39) 85 (31) 61 (18) 鳥取県 39 (26) 20 (4) 19 (4)
茨城県 85 (6) 62 (0) 44 (0) 島根県 59 (43) 29 (16) 21 (6)
栃木県 49 (4) 44 (4) 33 (1) 岡山県 78 (47) 34 (8) 29 (5)
群馬県 70 (16) 58 (13) 39 (6) 広島県 86 (49) 29 (1) 23 (0)
埼玉県 92 (12) 89 (9) 71 (1) 山口県 56 (26) 33 (10) 22 (5)
千葉県 80 (7) 77 (6) 56 (2) 徳島県 50 (32) 38 (18) 24 (4)
東京都 40 (8) 39 (8) 39 (8) 香川県 43 (13) 35 (10) 18 (1)
神奈川県 37 (1) 37 (1) 35 (1) 愛媛県 70 (33) 27 (5) 20 (1)
新潟県 112 (50) 65 (20) 35 (6) 高知県 53 (34) 48 (27) 35 (13)
富山県 35 (12) 27 (6) 15 (1) 福岡県 97 (18) 85 (15) 69 (9)
石川県 41 (15) 22 (1) 19 (1) 佐賀県 49 (15) 35 (8) 23 (2)
福井県 35 (17) 28 (8) 17 (1) 長崎県 79 (31) 51 (14) 23 (3)
山梨県 64 (34) 38 (15) 29 (8) 熊本県 94 (42) 68 (21) 48 (11)
長野県 120 (69) 111 (58) 81 (35) 大分県 58 (30) 28 (6) 18 (1)
岐阜県 99 (52) 47 (8) 42 (5) 宮崎県 44 (15) 44 (15) 31 (8)
静岡県 74 (8) 68 (6) 42 (1) 鹿児島県 96 (34) 78 (17) 49 (4)
愛知県 88 (15) 87 (15) 64 (6) 沖縄県 53 (18) 52 (17) 41 (14)
三重県 69 (24) 47 (8) 29 (2) 計 3,232 (1119) 2,521 (659) 1,822 (320)

平成１６年度末 平成１７年度末平成１６年度末平成１１年度末 平成１７年度末 平成１１年度末

（注）申請済みベースでの合併状況（出典：平成１７年４月１４日付け総務省報道資料「合併特例法（旧法）による合併の状況」）

括弧内は、被保険者数３千人未満の市町村国保の保険者数。（平成１６年度末及び平成１７年度末の数値は、平成１５年度末の確定値
を基に推計）

○市町村合併の進展により、平成１７年度末には市町村数は１８００余りとなる見込みである。

○こうした中で、保険者の規模が特に小さく、安定的運営の観点から問題のあった３千人未満
の市町村は１１００余りから３２０となる見込みである。

－５１－
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（２） 前期高齢者医療制度 
 （基本方針） 

・ 前期高齢者については、国保又は被用者保険に加入することとするが、制度間

の前期高齢者の偏在による医療費負担の不均衡を調整し、制度の安定性と公平

性を確保する。その際、給付の在り方等についても検討する。 
・ 高齢者については、現役世代との均衡を考慮した適切な保険料負担を求める

（再掲）。 
 

 （論点） 
  ア 医療費負担の不均衡の調整 

・ 医療費負担の不均衡の調整については、国保と被用者保険の間は、共通の所得

捕捉が困難である現状を考慮すれば、加入者数に応じた負担とせざるを得ない

のではないか。 
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１８６

（13.4%）

５６

（4.0%）

１３９

（10.1%）

３８２

（27.6%）

１，３８３

６５～７４歳 ７５歳以上

３０

（2.7%）

雇用者

２１

（1.9%）

家族従業者

４９

（4.4%）

自営業主

１００

（9.0%）

うち就業者

１，１１１人口

（単位：万人）

出典：「労働力調査」（総務省統計局）

資料３０
高齢者の就業状態（再掲）

（平成１６年度）

○労働力調査（総務省統計局）によれば、６５歳以上７５歳未満の者のうち２７．６％が就業して
いる。

○他方、７５歳以上の者で見ると就業している者は９．０％に過ぎない。
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○ 退職などによって企業を辞めた者は、国保に加入する。 

○ 被用者の期間が長期にわたる者（２０年以上）の医療費については、自ら支払う保険料と各被用者

保険制度からの拠出金により賄っている。 

○ この拠出金については、各被用者保険が財政力に応じて負担。（報酬総額で按分） 

   
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

退職者自

ら支払う

保険料 

各被用者保険制度からの 
拠出金 

共
済
組
合 

組
合
健
保 

政
管
健
保 等 

退職被保険者等の適用状況

６５４万人 （平成16年3月末）

退職者医療制度の仕組み退職者医療制度の仕組み

75歳

国国 保保

被用者保険被用者保険

老 人 保 健 制 度

被用者保険

退職者退職者
医療医療 65歳

退職者

医療

国保

負担関係

資料３１
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前期高齢者の給付費及び７５歳未満の制度別加入者数
（平成１９年度推計）

○前期高齢者の給付費は約５．５兆円である。
○７５歳未満の制度別加入者数を見ると、被用者保険全体６４．０％、うち政管健保３０．３％、

健保組合２５．７％、共済組合７．９％、市町村国保３２．６％となっている。

前期高齢者の給付費 ７５歳未満の加入者数 （構成割合）

1.1兆円 7,300万人 (64.0%)

政管健保 　0.7兆円 3,500万人 (30.3%)

健保組合 0.2兆円 2,900万人 (25.7%)

共済組合 0.1兆円 900万人 (7.9%)

4.3兆円 3,700万人 (32.6%)

5.5兆円 11,500万人 (100.0%)

　被用者保険計

制度計

　市町村国保

資料３２

（注１）平成１４年１２月「厚生労働省試案」に基づく推計値である。

（注２）６５－７４歳のうち老人保健制度の対象者（寝たきり等）は除いている。

－５５－



  イ 保険料負担 
・ 受益と負担の公平の観点から、個人単位の保険料負担とすることについてどう

考えるか。高齢者については、定型的な年金収入があること及び現役世代より

も高い受益（医療費）があることに着目して、個人単位で保険料負担を課すべ

きではないか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－５６－



被扶養者制度について

１．被扶養者制度の意義

○被保険者によって生計を維持されている被扶養者の疾
病等は、被保険者に経済上の負担となることから、被
保険者の生活の安定のために、被扶養者の事故につい
ても保険給付を行うこととしている。

○保険料を負担しない被扶養者に係る給付は、被保険者
本人の負担によって賄われている。

２．被扶養者の範囲

以下の範囲の者のうち、主としてその被保険者により
生計を維持しているものを保険者が判定

①被保険者の直系尊属、配偶者（事実婚を含む）、子、
孫及び弟妹

②被保険者の三親等内の親族で①に掲げる者以外の者で
あって、被保険者と同一の世帯に属しているもの

③被保険者の事実婚の配偶者の父母及び子であって、被
保険者と同一の世帯に属している者 等

 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）原則的な取扱いを示したものである。 

サラリーマンの妻が新たに就労
（健康保険の被扶養者・年金の第３号被保険者）

①労働日数、労働

時間が一般社員

の３/４以上 

医療  健保の被保険者 

年金  厚生年金の被保険者 

ＹＥＳ

②年間収入が 

130万円（高齢者

は180万円）以上

  ＮＯ 

ＹＥＳ

ＮＯ 

医療  国保の被保険者 

年金  第１号被保険者 

医療  健保の被扶養者 

年金  第３号被保険者 

資料３３

被用者保険における被扶養者制度の概要

○被用者保険加入者のうち、主として被保険者本人の収入により生計を維持する配偶者等は、被扶養者と
して保険料負担は課されない仕組みとなっている。

○被扶養者の医療費については、被保険者本人が標準報酬に応じて負担している。

－５７－



被用者保険における被扶養者・被保険者の
年齢階級別１人当たり給付費（平成１４年度）

○被用者保険における被扶養者（７５歳未満）の１人当たり給付費は、103,411円となっている。
○また、被保険者（７５歳未満）の１人当たり給付費は、112,076円となっている。

資料３４

（被扶養者） （被保険者）

－５８－

0 円 50,000 円 100,000 円 150,000 円 200,000 円 250,000 円 300,000 円 350,000 円 400,000 円 450,000 円 

　０歳～　９歳

１０歳～１９歳

２０歳～２９歳

３０歳～３９歳

４０歳～４９歳

５０歳～６４歳

６５歳～７４歳

0 円 50,000 円 100,000 円 150,000 円 200,000 円 250,000 円 300,000 円 350,000 円 400,000 円 450,000 円 

　０歳～　９歳

１０歳～１９歳

２０歳～２９歳

３０歳～３９歳

４０歳～４９歳

５０歳～６４歳

６５歳～７４歳

被扶養者（７５歳未満）
１人当たり給付費

103,411円

被保険者（７５歳未満）
１人当たり給付費

112,076円



現行制度における被用者保険の被保険者１人当たり平均負担額
（平成１４年度推計）

○現行制度では、被扶養者の給付費を被保険者本人が標準報酬に応じて負担しているが、平均すると、被
保険者１人当たり約４．８万円／年（事業主負担を除く。）を負担していると推計される。

○被保険者自らの給付に係る負担と合算すると、被保険者１人当たり（事業主負担を除く。）約１０．４
万円／年（事業主負担を除く。）を負担していると推計される。

資料３５

被保険者１人当たり
平均負担額

うち被保険者分

被扶養者の
負担額

うち被扶養者分

５．６万円１０．４万円 ４．８万円 ０万円

※公費負担については考慮していない。

－５９－



被扶養者の給付費の加入者１人当たり平均負担額
（平成１４年度推計）

○現在は、全年齢の被扶養者の給付費を全年齢の被保険者で支えている。
○仮に、被扶養者の給付費を被扶養者自身を含めて支えることとした場合、
ア 年齢階級ごとに、被扶養者の給付費をそれぞれの年齢層の加入者で負担することとすれば、被扶養者の

給付費は年齢が上がるごとに増嵩しているため、６５歳～７４歳の層では、１人当たり約１１．０万円
（事業主負担を除く。）とかなりの負担額となる

イ 他方、全年齢の被扶養者の給付費を全加入者（７５歳未満の者）で支えることとすれば、１人当たり約
２．５万円／年（事業主負担を除く。）を負担することになる

○と推計される。

資料３６

６５歳～７４歳 １１．０万円

５０歳～６４歳 ２．６万円

４０歳～４９歳 １．４万円

３０歳～３９歳 １．２万円

２０歳～２９歳 １．１万円

１０歳～１９歳 ２．４万円

０歳～９歳 ５．０万円

－６０－

７５歳未満の被扶養者の
給付費

（３２，２２０億円）

７５歳未満の加入者数
（６，５０７万人）

×１／２

＝約２．５万円



－６１－

被保険者 被扶養者

給 付 費 7,826 億円 0 億円 7,826 億円 

　０歳～　９歳 （ 加 入 者 数 ） ( 778 万人) ( 0 万人) ( 778 万人)

《１人 当たり》 《 100,618 円》 《 100,618 円》 

給 付 費 4,158 億円 118 億円 4,040 億円 

１０歳～１９歳 （ 加 入 者 数 ） ( 835 万人) ( 29 万人) ( 805 万人)

《１人 当たり》 《 49,822 円》 《 40,444 円》 《 50,162 円》 

給 付 費 7,176 億円 4,668 億円 2,508 億円 

２０歳～２９歳 （ 加 入 者 数 ） ( 1,156 万人) ( 784 万人) ( 372 万人)

《１人 当たり》 《 62,089 円》 《 59,557 円》 《 67,424 円》 

給 付 費 8,514 億円 5,637 億円 2,877 億円 

３０歳～３９歳 （ 加 入 者 数 ） ( 1,160 万人) ( 817 万人) ( 343 万人)

《１人 当たり》 《 73,382 円》 《 69,016 円》 《 83,766 円》 

給 付 費 9,403 億円 6,668 億円 2,736 億円 

４０歳～４９歳 （ 加 入 者 数 ） ( 981 万人) ( 690 万人) ( 291 万人)

《１人 当たり》 《 95,874 円》 《 96,683 円》 《 93,958 円》 

給 付 費 23,682 億円 16,635 億円 7,047 億円 

５０歳～６４歳 （ 加 入 者 数 ） ( 1,363 万人) ( 962 万人) ( 400 万人)

《１人 当たり》 《 173,797 円》 《 172,891 円》 《 175,974 円》 

給 付 費 9,467 億円 4,281 億円 5,186 億円 

６５歳～７４歳 （ 加 入 者 数 ） ( 235 万人) ( 110 万人) ( 125 万人)

《１人 当たり》 《 402,847 円》 《 390,602 円》 《 413,550 円》 

給 付 費 70,228 億円 38,007 億円 32,220 億円 

７５歳未満 （ 加 入 者 数 ） ( 6,507 万人) ( 3,391 万人) ( 3,116 万人)

《１人 当たり》 《 107,927 円》 《 112,076 円》 《 103,411 円》 

（注１）老人保健制度の対象者を含む。

（注２）現金給付は含まれていない。

 政管健保（日雇特例被保険者を除く。）＋組合健保

（平成１４年度）
（参考）



－６２－

資料３７ 被扶養者の平均所得金額
（平成１２年の所得）

69.8

18.3

15.8

10.7

1.2

2.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

65歳未満 65～74歳

その他

稼得所得

公的年金・恩給

２２．０万円

９６．３万円

万円

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「平成１３年　国民生活基礎調査」（大規模調査年）の個票データにより、厚生労働省保険局調査課において集計
 注　：所得の定義は同調査における所得の種類を基に以下のように定義した。
　　　　　稼得所得＝雇用者所得＋事業所得＋農耕・畜産所得＋家内労働所得
　　　　　その他　 ＝家賃・地代の所得＋利子・配当金＋公的年金・恩給以外の社会保障給付金＋仕送り＋個人年金＋その他の所得

被扶養者の平均所得金額を見ると、６５歳以上７５歳未満については、約７０万円の公的年金・恩給が
あり、平均所得金額は約９６万円となっている。



資料３８

国保制度における前期高齢者の保険料の負担状況
（平成１４年度）

○国保制度においては、軽減制度はあるものの所得のない者でも保険料を負担している。
○前期高齢者について見ると、現在、１人当たり平均では年間７．５万円、所得のない者でも平均１人

当たり年間２．５万円の保険料を負担している。

 
保険料負担額 

  
応能負担額 応益負担額 

 
万円 万円 万円

１人当たり平均 ７．５ ４．８ ２．７

所得のない者１人当たり平均 ２．５ ０．２ ２．３

 

 
出典：保険局調査課推計 

－６３－

（年間）



資料３９

健康保険組合の介護保険料の設定方法

健康保険組合の介護保険料は標準報酬に定率で賦課するのが原則であるが、保険者の選択により、世帯内
の第２号被保険者の数に応じて定額で設定することができることとされている。

選択

（モデル例）

①被保険者Ａ 標準報酬300,000円
300,000円×12.5/1000＝3,750円

②被保険者Ｂ 標準報酬300,000円
300,000円×12.5/1000＝3,750円

【定率で賦課】
○健康保険の被保険者本人の標準報酬に応じて
負担

介護保険料額 ＝標準報酬×介護保険料率

【定額の保険料額を賦課】
○世帯内の第２号被保険者の数に応じて負担

特別介護
保険料額

＝標準報酬に応じた定額の
保険料額

（モデル例）

①被保険者Ａ 標準報酬300,000円
2,500円×1＝2,500円

②被保険者Ｂ 標準報酬300,000円、世帯内の第
２号被保険者が２人の場合
2,500円×2＝5,000円

－６４－



  ウ 公費負担 
・ 基本方針及びその閣議決定時の経緯などを踏まえ、公費負担の在り方について

どのように考えるか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－６５－



75歳

65歳

前期

高齢者

後期

高齢者

国国 保保

退職者退職者
医療医療

退職者

医療

(公費

なし)

保険料
（国保・

被保）

保険料
（国保・

被保）

公費

公費５割

公
費

50％

国 保

公
費
13
％

被用者保険

拠出金５割

政
管

健
保
組
合

拠出金

公費
(国保・
政管)

－６６－

現行制度における公費負担資料４０

○政管健保については給付費の１３％、市町村国保については給付費の５０％の公費負担がある。
○また、老人保健拠出金についても、市町村国保の拠出分については５０％、政管健保の拠出分

については１６．４％の公費負担がある。



（３） 高齢者の患者負担 
・ 基本方針の閣議決定時の経緯、世代間の公平の観点、７０歳を境として定率負

担が異なることなどを踏まえ、高齢者の患者負担についてどのように考えるか。

・ 現役並みの所得がある者（一定以上所得者）は２割負担となっているが、現役

世代との均衡を考慮し、どのように考えるか。 
・ 高齢者の患者負担の在り方を検討する一環として、自己負担が高額となる場合

の限度額の在り方、さらには基本方針として閣議決定されている「医療給付と

介護給付の自己負担の合算額が著しく高額となる場合の負担の軽減を図る仕組

み」を創設するため、著しく高額となる場合の具体的水準、自己負担額を合算

するための事務処理の方法などについて検討する必要があるのではないか。 

－６７－



現行の高齢者の患者負担

○患者負担は、７０歳未満は原則３割、７０歳以上は原則１割となっている。
○前期高齢者（６５歳～７４歳）の患者負担は、６５歳～６９歳は３割、７０歳～７４歳は原則
１割となっている。

資料４１

１割※１

１割※１

３割

３割※２

前期高齢者
（６５～７４歳）

後期高齢者
（７５歳以上）

現役世代

（６５歳未満）

※１ 一定以上所得者（現役並みの所得がある者）は２割
※２ ３歳未満の者は２割

７０歳

－６８－



＜課税所得（年額）＞

１４５万円

年収：６２１万円年収：３８９万円

現役世代：夫婦２人世帯 高齢者：夫婦２人世帯

＜課税所得（年額）＞

１４５万円（※）

諸控除

244万円

＜諸控除＞

諸控除

475万円

＜諸控除＞

年収：４８４万円

高齢者：単身世帯

資料４２ 一定以上所得者（現役並みの所得がある者）

○７０歳以上の者のうち、一定以上所得者（現役並みの所得がある者）については、２割負担と
なっている。

○一定以上所得者とは、現役世代の平均的な課税所得（政管健保被保険者の平均年収から税制上
の諸控除を差し引いて算出）と同程度の課税所得を有する者のことである。

－６９－

諸控除

338万円

＜課税所得（年額）＞

１４５万円（※）

＜諸控除＞

※ 平成１７年８月から適用される基準



（注）外来の限度額は個人適用 （注）15,000円は個人適用

医療保険（70歳未満の者）医療保険（70歳未満の者） 医療保険（70歳以上の者）医療保険（70歳以上の者） 介護保険介護保険

139,800円＋医療費の１％

（77,700円）※

上位所得者

72,300円＋医療費の１％

（40,200円）※

35,400円

（24,600円）※

低所得者

72,300円＋医療費の１％

（40,200円）※

(外来：40,200円)

一定以上所得者

40,200円

(外来：12,000円)

一 般

24,600円

(外来：8,000円)

低所得Ⅱ

15,000円

(外来：8,000円)

低所得Ⅰ

37,200円

一 般

24,600円

低所得者

15,000円

老福受給者

住
民
税
非
課
税

一 般

資料４３ 現行の自己負担限度額の水準

○医療保険と介護保険とでは、各々の制度ごとに世帯単位で自己負担の限度額を定めている。
○自己負担の合算額の最高額は、一般の所得水準の者の場合、
月額で見ると、７０歳未満の者の場合、 109,500円＋医療費の１％、

７０歳以上の者の場合、 77,400円 となる。
年額で見ると、７０歳未満の者の場合、1,025,100円＋医療費の１％、

７０歳以上の者の場合、 928,800円 となる。

※１年間に４か月以上自己負担限度額
を超える場合
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＜サービス提供者＞ ＜審査支払機関＞ ＜保険者等＞ ＜受給者＞

・加入者からの支給申請を受け

レセプトの作成 レセプトの審査 支給決定を行う

・世帯単位で合算

１．被用者保険

２．国保

３．老人保健

４．介護保険

医
療
機
関

介護
サービス機関

支払基金

国保連

支払基金
及び国保連

国保連

健保組合
社会保険事務所 等

市
町
村

世

帯

資料４４

医療保険制度における高額療養費及び介護保険制度における
高額サービス費の事務処理の状況

○高額療養費の事務処理は、医療保険と介護保険とでは異なり、また、医療保険の中でも被用者保険、国保、
老人医療とでは異なる。

○具体的には、被用者保険については、健保組合や政管健保等が、国保、老人医療及び介護保険については、
市町村が高額療養費等の事務処理を行っている。
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（４） その他の論点 
    ア 国保及び被用者保険の保険者の参画 

・ 高齢者医療制度の運営について、運営協議会の創設等により国保及び被用者保

険の保険者が参画できる仕組みを設けるべきではないか。 
 
    イ 適正化のインセンティブ等 

・ 保険者の適正化努力を促す仕組みが必要ではないか。 
・ 若齢期から高齢期まで各々の年齢に応じた保健事業を推進する体制を具体的に

どのように整備するか。 
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医療費給付費等が
著しく高くなった場合

都 道 府 県 名 指 定 市 町 村 数
北 海 道 ４ ６
石 川 県 ２
山 梨 県 １
三 重 県 １
大 阪 府 １
鳥 取 県 １
岡 山 県 １
広 島 県 ５
山 口 県 １
徳 島 県 １ ０
香 川 県 ３
愛 媛 県 ４
高 知 県 ４
福 岡 県 ２ ３
佐 賀 県 ８
長 崎 県 ３
熊 本 県 ５
大 分 県 ８

鹿 児 島 県 １ ５
沖 縄 県 １

合 計 １ ４ ３

国：７億円 都道府県：７億円 市町村：７億円

○ 費用負担方法

４ 負担額（平成１７年度）

○ 指定市町村数（平成１６年度）

国

1／6 1／61／6

県 市

1／2

7/100

県

43/100

国

保険料

1／2

保険料

高医療費市町村対策について

資料４５

国民健康保険の医療費には大きな地域差があり、制度の大きな不安定要因となっている。
この問題に対処するため、医療費が著しく高い市町村については、厚生労働大臣が指定して、国保事業の
運営の「安定化計画」を作成させるとともに、著しく高い部分に係る公費負担について、国、都道府県、
市町村が共同で負担している。
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